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「業務の適正を確保するための体制」、「会社の支配に関する基本方針」、「連結株主資本等変

動計算書」、「連結注記表」、「株主資本等変動計算書」及び「個別注記表」につきましては、

法令及び当社定款第 14条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト 

（http://www.asahi-intecc.co.jp/）に掲載することにより、株主の皆様に提供しておりま

す。 
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Ⅰ．業務の適正を確保するための体制 
１．決議の内容概要 

当社は、当社及びその子会社からなる企業集団（以下「当社グループ」とします。）の会社法第399

条の13第１項第１号ロ及びハに規定する体制（以下「内部統制システム」とします。）の整備に関する

会社方針として、取締役会において次のとおり決議いたしました。 

（１）当社グループの取締役及び使用人の職務の執行が、法令及び定款に適合することを確保するための

体制 

①当社の取締役は、株主をはじめとする全てのステークホルダーに対する透明性の高い経営体制の確

立に努めるとともに、取締役及び使用人の職務の執行が法令、定款及び社内規程に適合し、かつ効

率的であることを確保する。 

②当社は、当社グループの取締役及び使用人が、法令及び定款を遵守して事業活動を行う企業風土を

構築するため企業行動憲章を制定し、同憲章に則り、各取締役は自ら率先垂範し行動するとともに、

当社グループ内への周知徹底を図る。 

③当社グループの取締役及び使用人は、法令定款違反その他のコンプライアンスに関する重要な事項

を発見した場合、又はその旨の報告を受けた場合は、直ちに当社の取締役に報告するものとする。

また監査等委員である取締役（以下「監査等委員」という）は、当社グループの法令遵守体制に問

題があると認めるときは、意見を述べるとともに、改善策の策定と実施を求めることができる。 

④当社グループは、反社会的勢力及び団体とは一切の関係を持たず、組織全体で毅然とした態度で臨

むことを当社グループの取締役及び使用人に対して周知徹底するとともに、反社会的勢力排除のた

めの体制を整備し運用する。 

⑤当社の社長直属組織である内部監査室は、当社グループの内部統制システムの有効性をモニタリン

グするとともに、法令、定款及びコンプライアンス遵守体制を調査検証する。 

⑥当社グループの法令定款違反その他のコンプライアンスに関する事実を発見した場合の報告制度と

して、当社は内部通報規程を制定し、社外の弁護士等を直接の情報受理者とする内部通報システム

の運用を行う。当社は、内部通報を受けた事項のうち重要事項については、監査等委員を含む取締

役に報告を行う。 

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

①秘密情報取扱規程に基づき、取締役から臨時雇用者に至るまで、全ての役員及び職員を対象として、

情報をランク付けし、取扱方法、権限等を定め管理体制を整備する。 

②文書保存規程において、文書の重要度に応じた保存期間を定め、その期間は閲覧可能な状態を維持

する。 

（３）当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

①当社の取締役会は、当社グループの業務執行に重大な影響を与えるリスクの予防と発生した損失の

管理のため、危機管理規程、関係会社管理規程等の各種規程を整備し、当社グループ全体に対する

横断的なリスク管理体制を整備する。 

②当社グループにおける日常の業務遂行に関わる通常のリスク管理は、職務権限規程に基づき各部門

が付与された権限の範囲内で適切に行う。 

③当社の管理本部の各部門が、専門知識と各業務プロセスに精通した知見を基に当社グループ各部門

のリスク管理の状況の検証と確認を行い、問題を発見したときは取締役会に報告する。 

④当社グループに天災等の不測の重大事態が発生した場合は、危機管理規程に基づき、当社社長を本

部長とする災害対策本部を設置し、同本部が統括して危機対応にあたり、損害及びその拡大を防止

する。 

（４）当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われていることを確保するための体制 

①当社は、取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための基礎として、取締役会を月

１回定期的に開催する他、必要に応じて適宜臨時に開催する。また当社グループの取締役（社外取

締役を除く）及び当社の執行役員の参加する業務連絡会を毎月１回開催し、業務執行に関する協議

を行う。 

②当社グループの事業計画については、経営方針、経営戦略に基づき、毎年取締役会において明確に

定めることとし、当社グループの取締役（非業務執行取締役を除く）はその方針に基づき業務を執

行する。 

③当社グループの取締役（非業務執行取締役を除く）は、業務の執行について、組織規程、業務分掌

規程、職務権限規程等により従業員への啓蒙、権限委譲、業績評価等を通じ業務の効率的執行を図

る。 
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（５）当社グループにおける業務の適正を確保するための体制 

①当社は、子会社に適用される関係会社管理規程により、子会社の重要事項については、当社に承認、

報告又は助言を求める扱いとし、また子会社の重要案件については当社取締役会に付議する扱いと

する等の体制を敷くことで、子会社の業務の適正を確保する。 

②当社は、グループ会社担当役員を任命し、各子会社の業務執行を管掌する。 

③当社グループの取締役は、子会社において法令定款違反その他のコンプライアンスに関する重要な

事項を発見した場合は、直ちに当社の取締役に報告する。 

④当社の監査等委員会及び内部監査室は、必要に応じて子会社のモニタリングを実施する。 

（６）監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項 

監査等委員会は、内部監査室に属する使用人を監査等委員会補助者として、その職務を行う上で必

要な指示・命令を行うことができる。 

（７）前（６）の取締役及び使用人の他の取締役（監査等委員を除く）からの独立性に関する事項並びに

前（６）の取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

①監査等委員会補助者は、監査等委員会より指示・命令を受けた補助業務に関し、他の取締役から独

立した従業員として、監査等委員会及び監査等委員の指揮命令下で、その職務を遂行する。 

②監査等委員会補助者の評価、任命及び異動は、監査等委員会の同意を必要とする。 

（８）当社グループの取締役及び使用人等が監査等委員会に報告をするための体制 

①当社の取締役及び使用人は、会社に重大な損害を及ぼす事項又は法令定款違反その他のコンプライ

アンスに関する重要な事項を発見した場合は、直ちに監査等委員会に報告する。 

②子会社の取締役、監査役及び使用人は、当該子会社に重大な損害を及ぼす事項又は法令定款違反そ

の他のコンプライアンスに関する重要な事項を発見した場合は、当社の取締役、使用人に直ちに報

告する。報告を受けた者が当社の取締役又は使用人である場合は、これを直ちに当社監査等委員会

に報告する。 

③当社の取締役及び使用人は、重要な会議、行事、会計監査人の往査等の予定日を監査等委員会に報

告する。 

（９）報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体

制 

①当社グループは、監査等委員会に報告をした当社グループの取締役、監査役又は使用人（以下「通

報者」という）の異動、人事評価及び懲戒等において、当該報告を理由として通報者を不利益に取

扱わない。 

②当社グループは、通報者の異動、人事評価及び懲戒等に関し、監査等委員会がその理由の開示を求

めた場合は、これに応じる。 

（10）監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職務の執行につ

いて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

当社は、監査等委員が職務の執行について生じる費用の前払い、支出した費用等の償還又は負担

した債務の弁済を請求したときは、その費用等が監査等委員の職務の執行について生じたもので

はないことを証明できる場合を除いて、これに応じる。 

（11）その他監査等委員会監査が実効的に行われることを確保するための体制 

①全取締役（監査等委員を除く）は、監査等委員会の求めに応じ個別面談を受け、取締役の善管注意

義務、忠実義務並びに法令及び定款の遵守状況等について報告するとともに、職務を誠実に遂行し

た表明として「取締役職務執行確認書」に署名の上、毎期末に監査等委員会宛に提出する。 

②取締役会議案は、内容の事前把握のため、取締役会開催日前に全監査等委員に配布する。 

③取締役会議案以外の重要案件は、稟議書決裁後、速やかに監査等委員に回覧する。 
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２．体制の運用状況の概要 

当社の内部統制システムは、上記の基本方針に則った体制を整備し、適切に管理しております。主な

取組みは次のとおりです。 

（１）コンプライアンス体制 

①当社グループは、当社グループにおける法令違反等を発見し是正するため、内部通報制度として

「ASAHIグループコンプライアンスホットライン」を設け、社内及び社外の窓口を通じて相談・通

報を受け付けております。 

②内部通報制度の活用を促すため、内部通報規程に通報者が当該規程に基づく通報を行ったことを理

由としていかなる不利益な取扱いも受けないことを明記するとともに、社内イントラネット及び社

内報を通じて周知を行っております。 

（２）リスク管理体制 

①ＢＣＰ基本方針のもと、想定リスクを定め、リスク管理の取組みを推進するとともに、緊急時には、

危機管理規程により、緊急時の対応を定めております。 

②災害や事故等の不測の事態に備え、定期的に防災訓練や安否確認システム訓練などを実施しており

ます。 

（３）当社グループにおける業務の適正の確保 

①当社グループにおける業務の適正の確保につきましては、当社の管理部門にて子会社の経営管理体

制を整備、統括するとともに、関係会社管理規程に従い子会社に業務執行内容の定期報告を実施さ

せるとともに、重要案件についての協議を行っております。 

②会社に重大な損害を及ぼす事項及び法令定款違反その他のコンプライアンスに関する重要な事項等

のリスク情報の報告体制を明確化・強化するとともに、当社グループの損益に影響を及ぼす重大案

件については、当社取締役会において検討・協議を行っております。 

③内部監査室は、年度監査方針に基づき監査実施計画を策定した上で、各子会社に対する内部監査を

実施し、グループ経営に対応した効率的なモニタリングを実施しております。 

（４）取締役の職務執行 

①取締役会は、取締役（監査等委員を除く）10名（うち社外取締役３名）及び監査等委員である取締

役３名（うち社外取締役２名）から構成され、法令・定款が定める重要事項や経営課題について審

議・決定をしております。 

②取締役会は当事業年度13回開催し、各議案についての審議、業務執行の状況の監督を行い、活発な

意見交換が行われており、意思決定及び監督の実効性は確保されております。 

（５）監査等委員会の職務執行 

①監査等委員は、取締役会のほか、経営会議等の重要会議に出席し、内部統制システムの整備・運用

状況を確認しております。 

②監査等委員会は、内部監査室が実施する内部監査の報告を受けるとともに、内部監査室と連携し、

各事業所、子会社等の監査を効率的に実施しております。 

③会計監査人と定期的に連絡会を開催し、情報を交換しております。 
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Ⅱ．会社の支配に関する基本方針 
１．会社の支配に関する基本方針 

上場会社である当社の株式は株主及び投資家の皆様による自由な取引が認められており、当社の株

式に対する大規模買付提案又はこれに類似する行為があった場合においても、一概に否定するもので

はなく、最終的には株主の皆様の自由な意思により判断されるべきであると考えます。しかしながら、

近年わが国の資本市場においては、一方的に大規模買付提案又はこれに類似する行為を強行する動き

が顕在化しております。 

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、当社の企業理念、企業価値の

様々な源泉、当社を支えるステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては

株主共同の利益を中長期的に確保・向上させる者でなければならないと考えております。従いまして、

企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切な大規模買付提案又はこれに類似す

る行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えます。 

 

２．基本方針の実現に資する取組み 

当社は、企業価値ひいては株主共同の利益を中長期的に向上させるために、以下の取組みを実施し

ています。 

（１）経営理念 

  当社グループは、研究開発型企業として、医療及び産業機器分野において、安全と信頼を基盤とす

る「Only One」技術や「Number One」製品を世界に発信し続けることにより、全てのお客様の「夢」

を実現するとともに、広く社会に貢献していくことを企業理念としております。また特に、当社グ

ループの医療機器分野事業は、主に、傷口が小さく痛みの少ない「低侵襲治療」の製品を開発・製

造・販売しており、患者様の肉体的・精神的・経済的負担を軽減し、そして医療費抑制にも貢献でき

る、大変意義のある事業であると考えており、今後も、社会に貢献できる企業であり続けることで、

社会からも市場からも評価される企業として、更なる成長を遂げたいと考えております。 

（２）当社の強みと企業価値の源泉 

  当社は、1976年の創業以来、産業機器分野において極細ステンレスワイヤーロープの開発・製造・

販売に注力し、国内トップシェアを確立してまいりました。1991年には医療機器分野に進出し、1992

年には国内初の心筋梗塞の治療に使用される「循環器系治療用PCIガイドワイヤー及びガイディング

カテーテル」の製品化に成功、更にはこれまで外科手術の領域とされておりましたCTO領域について

も治療が可能な循環器系治療用PCIガイドワイヤーの開発に成功するなど、現在では、当社製品の循

環器系治療用PCIガイドワイヤーは、国内市場においてトップシェアを確立するに至っております。

このように当社が成長を続けてきた主な要因は、当社がこれまで長年にわたって蓄積し培ってまいり

ました「技術力」にあると考えております。 

  これら「技術力」の核となる主な技術内容は、伸線技術、ワイヤーフォーミング技術、樹脂コー

ティング技術、トルク技術の４つのコアテクノロジーで構成されており、これらの技術をベースに原

材料から製品まで一貫生産できることが当社の強みです。また、素材から完成品まで自社内で対応で

きるという強みは、当社が産業機器分野を有しているからであり、これにより、医師などのユーザー

のニーズに対応した製品の開発・提供をスピーディに実施することが可能になります。 

  研究開発・製品開発を担う人材、あるいはそこに的確なニーズを還元する営業・マーケティング体

制・仕組みは当社の企業価値を高めていく上で特に重要です。これらは当社経営陣の求心力・迅速な

意思決定力、企業風土・カルチャー、ステークホルダー間の有機的なバランスがあってこそ、その効

果が極大化されるものと考えます。 

（３）コーポレート・ガバナンスの強化に向けた取組み 

  当社は、コーポレート・ガバナンスの強化を経営の重要課題の１つとして位置づけ、経営の透明性

の向上と監督機能の強化、企業価値向上に向けた適切なインセンティブ付けに取組んできました。 

  2005年より長期業績連動報酬として自社株取得目的報酬制度を導入し、2009年よりストックオプ

ション制度をスタートさせました。また、2013年から複数の社外取締役を選任しております。 

  そして、2016年９月28日開催の第40回定時株主総会において定款の一部を変更し、監査等委員会設

置会社に移行しており、取締役全13人中５人（構成比38.4％）が独立した社外取締役となり、取締役

会の独立性は一段と向上しております。 

また、当社の取締役の指名及び当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬に関し、

社外取締役の適切な関与・助言を得ることにより、公正性及び客観性を確保し、コーポレート・ガバ

ナンス体制のより一層の充実を図ることを目的として、2019年９月に報酬諮問委員会を設置し、2020

年６月にその機能を拡張し、指名・報酬諮問委員会を設置いたしております。 
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３．具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由 

上記基本方針の実現に資する特別な取組みは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を中長期的

に確保・向上させるもので、当社の基本方針に沿うものであって、当社役員の地位の維持を目的とす

るものではありません。 
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連結株主資本等変動計算書 
 

( 
自 2021年７月１日 
至 2022年６月30日 

) 

(単位：百万円) 
 

 

株  主  資  本 

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 
株 主 資 本 

合 計 

2021年７月１日残高 12,647 15,517 61,155 △7 89,312 

連結会計年度中の変動額      

新株の発行 6,213 6,213   12,427 

剰余金の配当   △2,994  △2,994 

親会社株主に帰属する当期純

利益 
  10,857  10,857  

連結子会社株式の取得による

持分の増減 
 △3   △3 

株主資本以外の項目の連結 

会計年度中の変動額（純額) 
     

連結会計年度中の変動額合計 6,213 6,210 7,863 ― 20,286 

2022年６月30日残高 18,860 21,727 69,018 △7 109,599 

 

 

その他の包括利益累計額 

新株予約権 
非 支 配 

株 主 持 分 
純資産合計 そ の 他 有

価 証 券 評

価 差 額 金 

為 替 換 算 

調 整 勘 定 

退 職 給 付

に 係 る 調

整 

累 計 額 

そ の 他 の

包 括 利 益

累 計 額 合

計 

2021年７月１日残高 1,767 1,868 △79 3,556 44 25 92,938 

連結会計年度中の変動額        

新株の発行       12,427 

剰余金の配当       △2,994 

親会社株主に帰属する当期純

利益 
     

 
10,857 

連結子会社株式の取得による

持分の増減 
     

 
△3 

株主資本以外の項目の連結 

会計年度中の変動額（純額) 
104 6,030 169 6,304 △44 1,645 7,905 

連結会計年度中の変動額合計 104 6,030 169 6,304 △44 1,645 28,192 

2022年６月30日残高 1,872 7,898 89 9,860 ― 1,670 121,130 
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連結注記表 

Ⅰ. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

1． 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数      18社 

 (2) 主要な連結子会社の名称 

ASAHI INTECC THAILAND CO.,LTD． 

フィルメック株式会社 

ASAHI INTECC USA,INC. 

ASAHI INTECC HANOI CO.,LTD. 

朝日インテックＪセールス株式会社 

朝日英達科貿(北京)有限公司 

TOYOFLEX CEBU CORPORATION 

ASAHI INTECC EUROPE B.V. 

当連結会計年度より、朝日サージカルロボティクス株式会社及びPathways Medical Corporation

は株式取得により、またKARDIA S.R.L.は持分取得により、さらにRev.１Engineering,Inc.は当社

子会社のASAHI INTECC USA, INC.による株式取得により、連結の範囲に含めております。 

 (3) 非連結子会社名 

日本ケミカルコート株式会社 

フィカス株式会社 

株式会社 walkey 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社３社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益(持分

に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼ

していないためであります。 

 

2．持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法を適用していない非連結子会社名 

日本ケミカルコート株式会社 

フィカス株式会社 

株式会社 walkey 

持分法を適用しない理由 

持分法を適用していない非連結子会社３社は、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金

(持分に見合う額)等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性がないためであります。 

 

3．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、朝日英達科貿(北京)有限公司及びASAHI INTECC CIS LLCの決算日は12月31日で

あります。 

連結計算書類の作成に当たってこれらの会社については、連結決算日現在で実施した仮決算に基づ

く財務諸表を使用しております。 
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4．会計方針に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券の評価基準及び評価方法 

イ.満期保有目的の債券 

 原価法 

ロ.その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定) 

市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法 

②棚卸資産の評価基準及び評価方法 

イ. 商 品 及 び 製 品 、 

仕 掛 品 、 原 材 料 

主に総平均法による原価法 

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法) 

ロ. 貯蔵品 最終仕入原価法による原価法 

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法) 

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

(リース資産を除く) 

主に定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

 建物及び構築物       15年～47年 

 機械装置及び運搬具     ５年～10年 

②無形固定資産 

 

 

定額法を採用しております。 

なお、当社及び国内連結子会社は、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。 

③リース資産（注） リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており

ます。 
(注) ｢リース資産」は、有形固定資産「その他の有形固定資産」に含めて表示しております。 

 

(3) 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

当社及び国内連結子会社は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

在外連結子会社は、個別に債権の回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

②賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上しておりま

す。 

③役員退職慰労引当金 

当社は、2005年９月をもって役員退職慰労金制度を廃止しております。なお、当連結会計年度末

の役員退職慰労引当金残高は、制度廃止時に在任している役員に対する支給予定額であり、支給時

期はそれぞれの役員の退任時としております。 
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(4) 退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 

①退職給付見込額の期間帰属方法 

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法

については、給付算定式基準によっております。 

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（主として５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処

理しております。 

過去勤務費用については、一部の在外連結子会社で発生した過去勤務費用を発生年度に即時費用

処理しております。 

③小規模企業等における簡便法の採用 

 一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己

都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

 

(5）重要な収益及び費用の計上基準 

当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の

内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであり

ます。 

メディカル事業においては医療用製品の販売、デバイス事業においては産業用製品の販売を主と

して行っております。これらの販売については、主として顧客に商品及び製品それぞれを引き渡し

た時点で、顧客に商品及び製品の法的所有権、物理的占有、商品及び製品の所有に伴う重大なリス

クおよび経済価値が移転し、支払を受ける権利が確定するため、その時点で収益を認識しておりま

す。 

当社グループの製品の販売契約における対価は、顧客との契約に基づき、顧客へ製品を引き渡し

た時点から主として１カ月～３カ月で代金を回収しており、重大な金融要素は含んでおりません。 

 

（6) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。なお、在外連結子会社の資産及び負債は、在外連結子会社の決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資

産の部におけるその他の包括利益累計額の為替換算調整勘定に含めて計上しております。 
 

(7) のれんの償却方法及び償却期間 

５年～20年間の定額法により償却を行っております。 
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Ⅱ．会計方針の変更 

 (収益認識に関する会計基準等の適用） 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」

という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時

点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。 

なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品又は

製品の国内の販売において、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通

常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱い

に従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、

当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。 

ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに従前の

取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりませ

ん。 

なお、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額はありませ

ん。 

この結果、当連結会計年度の売上高および営業利益に与える影響はありません。また、経常利益およ

び税金等調整前当期純利益への影響はありません。  

当連結会計年度の１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益への影響はありません。 

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用） 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」

という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会

計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価

算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる

連結計算書類に与える影響はありません。 

また、「Ⅷ.金融商品に関する注記」において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

等の注記を行うことといたしました。 

 

Ⅲ．表示方法の変更に関する注記 

（連結損益計算書） 

前連結会計年度において、区分掲記しておりました「営業外費用」の「固定資産除売却損」は、

金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度においては、「営業外費用」の「その他の営

業外費用」に含めて表示しております。 
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Ⅳ．会計上の見積りに関する注記  

（のれん及びその他の無形固定資産の評価） 

1． 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額                

 当連結会計年度  

のれん  8,200百万円 

その他の無形固定資産 8,128百万円 

 

2．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

当社グループの当連結会計年度末の連結計算書類に計上されているのれん8,200百万円（総資産の 

5.3％）及びその他の無形固定資産8,128百万円（総資産の 5.2％）は、2018年7月に取得し子会社化

したASAHI Medical Technologies, Inc.社に係るのれん及びその他の無形固定資産の他、当連結会計

年度において新たに取得し子会社化した朝日サージカルロボティクス株式会社、KARDIA S.R.L.、

Pathways Medical Corporation、Rev1. Engineering, Inc.の4社に係るのれん及びその他の無形固定

資産となります。 

 当社グループは、当該のれんを、被取得企業の今後の事業展開及び当社グループでのシナジー効果

によって期待される超過収益力と考えております。のれんの評価の基礎となっている株式価値の算定

に用いた事業計画には、将来の販売予測や、開発段階の製品の販売までのスケジュール等の重要な仮

定が含まれております。また、割引率等の決定には高度な専門的知識を必要とします。無形固定資産

の評価には、上述の事業計画や割引率等に加えて、顧客関連資産における顧客減少率、技術関連資産

におけるロイヤルティ料率等の重要な仮定が含まれております。当該仮定に基づき、将来の販売予測

や製品化に向けた進捗状況を確認したうえで、のれん及びその他の無形固定資産の減損の兆候の有無

を識別し、減損の兆候が存在すると判断した場合には、減損損失の認識の要否を判定しております。 

 当該会計上の見積り及び判断に用いた仮定については当連結会計年度末現在において入手可能な情

報に基づいており、将来事業計画や顧客減少率、ロイヤルティ料率等の仮定の見直しが必要となる事

象が発生した場合には、翌連結会計年度の連結計算書類におけるのれん及びその他の無形固定資産の

評価に重要な影響を与える可能性があります。 
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Ⅴ．追加情報 

（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う影響） 

 新型コロナウイルス感染症拡大に伴う影響に関しましては、中国およびアジアなどの一部の地域

を除き、症例数の減少が徐々に回復する傾向に向かっております。 

こうした状況も踏まえ、当社の業績への影響は限定的なものに留まるといった仮定のもと、当連

結会計年度において、固定資産の減損会計の適用及び繰延税金資産の回収可能性等に関する会計上

の見積りを行っております。 

 

(企業結合等関係) 

1. 取得による企業結合 

(1) 企業結合の概要 

① 被取得企業の名称及びその事業の内容 

会社名称：株式会社A-Traction（以下、A-Traction社） 

事業内容：腹腔鏡手術支援ロボットの開発 

② 企業結合を行った主な理由及び根拠 

A-Traction社は、国立研究開発法人国立がん研究センターの認定ベンチャーで、臨床現場で生

まれたニーズを基に腹腔鏡手術支援ロボットの開発に取り組んでいます。これまでも、A-

Traction社と当社グループは、開発から製造に関して協力関係にありました。当社グループのコ

アコンピタンスであるワイヤーは、当ロボットのロボットハンドの駆動用ワイヤーとして適用さ

れ、重要な機能を担っております。 

A-Traction社が手掛ける腹腔鏡手術支援ロボットは、独自のコンセプトで、術者の視野確保や

臓器の牽引・テンション維持など、術者をサポートする助手の機能に特化したロボットです。ま

た執刀医師自らが、通常の腹腔鏡手術をしながら当ロボットを操作できることが最大の特徴です。

当ロボットは、主に直腸のTaTME（注）を中心として、結腸などの消化器系や婦人科系などの幅

広い分野において適用することができ、当ロボットを用いて手術が行われることにより、腹腔鏡

手術がより安全に行えることや、手術に携わる助手の数が大幅に削減できる効果が期待されてお

り、医療機関においてコストやスペースを抑えた中でのロボティクスの導入が進み、外科医師不

足の解消や、医療費抑制への効果があるものと考えております。 

昨今、消化器腫瘍の外科手術は、手術器具や技術の進歩に伴い、開腹手術に比べて手術創が小

さくなることにより、患者様の負担が軽く、入院期間の短縮化も図られる腹腔鏡による手術が普

及しております。また、近年では、人間の手の動きを正確に再現し、より精緻な手術を可能とす

る腹腔鏡手術支援ロボットによる執刀例が増加しており、米国Intuitive Surgical社の

“daVinci”（ダヴィンチ）システムが腹腔鏡手術支援ロボットとして世界的にシェアを獲得し

ている中、特許期限の観点から国内外のロボットメーカー各社による新たな開発競争が進んでい

る状況です。A-Traction社が手掛ける腹腔鏡手術支援ロボットは、これらの他のメーカー各社と

は全く異なる独自のコンセプトで、術者をサポートする助手の機能に特化したロボットです。 

なお、当面は、当ロボットの開発・製造・販売についてはA-Traction社が行い、当ロボットの

使用時に必要となる鉗子などのディスポーザブルな消耗品については当社グループが医療機関に

直接供給することを想定しています。 

また今後、A-Traction社のロボティクスに関する技術と当社グループの保有する技術や医療機

器分野のノウハウが融合することで、当ロボットの普及が拡大することに加え、将来的には消化

器領域のみならず、他の診療領域なども含めて、新たな画期的な医療ロボットを実現化できる可

能性が高まり、これらの実現によって患者様や医療機関などの負担を軽減する低侵襲治療の普及

や医療費抑制などへの貢献に繋がると考え、2021年７月１日で株式取得をいたしました。 

当社グループは「患部・治療領域の拡大」「新規事業の創出」を中長期戦略に掲げております

が、A-Traction社の子会社化を通じて、幅広い分野での低侵襲治療製品の普及と患者様の

QOL(Quality of Life)向上の一助となる様、今後とも努めてまいります。 

（注）TaTME(transanal total mesorectal excision：経肛門直腸間膜全切除術）とは、腹部側、

肛門側の双方からのアプローチにより直腸の腫瘍を切除する術式です。腹部側からのみで

は難しい肛門周囲の病変の切除を肛門側から行うことにより、腫瘍の位置や浸潤の度合い

によってはがんの根治性向上や肛門温存が可能となり、患者様のQOL向上に貢献します。 

③ 企業結合日：2021年７月１日 

④ 企業結合の法的形式：株式取得 
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⑤ 結合後企業の名称：株式会社A-Traction（2021年８月１日付け社名変更：朝日サージカルロボ

ティクス株式会社） 

⑥ 取得した議決権比率 

企業結合直前に所有していた議決権比率14.70％ 

企業結合日に追加取得した議決権比率85.30％ 

取得後の議決権比率100.00％ 

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠 

当社が、現金を対価とした株式取得により、議決権の100％を取得したことによります。  

(2) 連結会計年度に係る連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間 

2021年７月１日から2022年６月30日まで 

(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 

企業結合直前に保有していたA-Traction社の企業結合日における時価702百万円 

 取得の対価（現金）2,680百万円 

 取得原価3,383百万円 

今後一定の条件達成に応じたマイルストーンとして、2023年12月までに最大860百万円の支払い

が発生する可能性があります。取得対価の追加支払いが発生する場合には、取得時に支払ったもの

とみなして取得原価を修正し、のれんの金額及びのれんの償却額を修正することとしております。 

(4) 被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額 

段階取得に係る差益が615百万円発生しております。 

(5) 主要な取得関連費用の内容及び金額 

  アドバイザリー費用 5百万円 

(6) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

① 発生したのれんの金額：3,089百万円 

② 発生原因：主として今後の事業展開によって期待される超過収益力であります。 

③ 償却方法及び償却期間：10年間にわたる均等償却 

  (7) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内容 

流動資産 275百万円 

固定資産 3,111百万円 

資産合計 3,387百万円 

流動負債 4百万円 

固定負債 ―百万円 

負債合計 4百万円 
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２.取得による企業結合 

(1) 企業結合の概要 

① 被取得企業の名称及びその事業の内容 

会社名称：KARDIA S.R.L.（以下、KARDIA社） 

事業内容：医療及びヘルスケア材料、臨床及び実験装置及び臨床分析実験室、IT製品、ハード

ウェアの、購入、卸売り、リース（金融リースを除く） 

② 企業結合を行った主な理由及び根拠 

KARDIA社は、イタリア市場において、1996年より当社グループの販売代理店として長きにわた

りパートナーシップを築いており、循環器系・末梢血管系・脳血管系などのインターベンション

（血管内カテーテル治療）の製品直接販売や、病院のカテーテル手術室の立ち上げ受託や使用さ

れる製品の物品管理・購買を代行する業務などを行っている会社です。 

このたび、KARDIA社及びKARDIA社株主様からの持分譲渡の意向を受け、かつそれが当社グルー

プのイタリア市場における直接販売化の目的に資することから、2021年７月１日で持分取得が完

了いたしました。 

なお、イタリアは、欧州地域の中でも、CTO（注１）治療が活発であるなど、欧州市場におけ

るPCI（注２）治療のリーディング的役割を担っております。そのイタリアにおいて、KARDIA社

は、現在、当社グループの循環器系・末梢血管系・脳血管系などのガイドワイヤー・カテーテル

製品群や、当社グループの製品以外においては、循環器系の心房中隔欠損症閉鎖デバイス及び僧

帽弁置換システムや脳血管系の血栓除去に使用されるステントレトリーバーなどを取り扱ってお

り、幅広いインターベンション製品のラインナップを販売しております。また製品販売以外にも、

カテーテル手術室の立ち上げ受託を行うなどしており、総合的にかつ長きにわたり医師などから

の高い信頼を得ている会社です。 

なお、創業者である現経営陣は、経営に当面関与し、大幅な体制変更は実施しない予定です。 

当社グループは「患部・治療領域の拡大」を中長期戦略に掲げ、欧州中近東やアジア地域など

において直接販売化を推進しております。欧州中近東においては、フランス及びドイツに続く直

接販売化となり、この子会社化により、欧州中近東市場の約３割が直接販売化となる予定です。 

イタリアのPCI治療を牽引する役割を果たしているKARDIA社を当社グループの一員として迎え、

両社の連携を通してより価値の高い技術、マーケティングやサービスを提供することで、当社グ

ループの更なるプレゼンス向上と市場シェア拡大を図ってまいります。 

（注１）CTO：長期間完全に閉塞した状態の病変のことをいいます。従来は、このような病変は

外科手術（バイパス手術）の領域でしたが、当社がCTOにも使用可能なPCIガイド

ワイヤーの開発に成功したことから、現在では、国内においてはPCI治療（循環器

系における低侵襲治療）が主流となっています。 

（注２）PCI：心症や心筋梗塞など、心臓の血管（冠動脈）がコレステロールなどによって詰 

まったり、狭くなることで起きる疾患に対する治療法のひとつです。手首や足の

付け根からカテーテルと呼ばれる細い管を血管内に挿入し、狭くなった血管を広

げて治療を行います。 

      ③ 企業結合日：2021年７月１日 

④ 企業結合の法的形式：持分取得 

⑤ 結合後企業の名称：KARDIA S.R.L. 

⑥ 取得した持分比率 

取得後の持分比率70.00％ 

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠 

当社が、現金を対価として持分の70％を取得したことによります。  

(2) 連結会計年度に係る連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間 

2021年７月１日から2022年６月30日まで 

(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 

取得の対価（現金）28,000千ユーロ（3,690百万円） 

取得原価28,000 千ユーロ（3,690百万円） 

今後一定の条件達成に応じたマイルストーンとして、2026年７月までに最大12,000千ユーロ 

の支払いが発生する可能性があります。取得対価の追加支払いが発生する場合には、取得時に支

払ったものとみなして取得原価を修正し、のれんの金額及びのれんの償却額を修正することとし

ております。 
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(4) 主要な取得関連費用の内容及び金額 

  アドバイザリー費用 33百万円 

(5) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

① 発生したのれんの金額：3,255千ユーロ（428百万円） 

② 発生原因：主として今後の事業展開によって期待される超過収益力であります。 

③ 償却方法及び償却期間：５年間にわたる均等償却 

(6)のれん以外の無形固定資産に配分された金額、主要な種類別の償却方法及び償却期間 

顧客関連資産  3,892百万円  15年間にわたる均等償却 

  (7) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内容 

流動資産 2,183百万円 

固定資産 4,655百万円 

資産合計 6,838百万円 

流動負債 301百万円 

固定負債 1,457百万円 

負債合計 1,759百万円 
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３.取得による企業結合 

(1) 企業結合の概要 

① 被取得企業の名称及びその事業の内容 

会社名称：Pathways Medical Corporation（以下、Pathways Medical社） 

事業内容：薄膜電気導通体技術を用いたセンサー付きガイドワイヤーの研究開発 

② 企業結合を行った主な理由及び根拠 

Pathways Medical社は、ガイドワイヤーなどの表面に形成が可能な電気配線に関する独自の技

術を保有する米国の会社です。 

当社はこのたび、Pathways Medical社が保有している当技術について、当社が以前よりフラン

スのSENSOME社と共同で開発を進めているストローク・スマートガイドワイヤー（注１）への適

用などを目的に、2021年７月１日で株式取得をいたしました。 

Pathways Medical社は、ガイドワイヤーなどの表面に極薄膜で電気的な配線を形成する技術、

及びその配線とセンサー類との接続に関する独自の技術を有しております。2019年にはセンサー

を搭載したガイドワイヤーにおいて、FIM試験（firstinmanstudy：初回臨床試験）を完了してお

り、技術的フィジビリティが立証されております。 

Pathways Medical社の技術を用いることで、ガイドワイヤーやカテーテルなどの細く曲率を

持った表面に、非常に薄く、均一な膜を積層できることや、導電層を形成した場合、レーザーで

パターンエッチングすることで、自由度と精度の高い電気配線が実現できます。センサーを搭載

するガイドワイヤーは、電気的な信号や動力の伝達を必要とするため、通常、パイプの中に電線

を通した構造を多く採用しており、トルク性、剛性、強度などガイドワイヤーとしての基本性能

が大きく低下するデメリットがあります。 

これに対しPathways Medical社の技術である表面配線は、ワイヤーの基本構造を変える必要が

ないことや極薄膜での配線を形成できることから、設計上の制約が少なく、ガイドワイヤーとし

ての基本性能を十分満たすことが可能です。 

従って、当社技術の強みであるトルク性(回転追従性)が、通常のガイドワイヤーと同程度を維

持したストローク・スマートガイドワイヤーが実現でき、競争優位性を保った製品化が可能と考

えております。 

Pathways Medical社の子会社化により、これらの技術力が当社グループに取り込まれ、スマー

トガイドワイヤー（注２）を中心としたセンサー付きのガイドワイヤーやカテーテルの開発強化

に繋がり、これまでにない画期的な新製品への応用展開が可能となることから、当社グループの

中長期的な新規領域ビジネスの実現及びその拡大に繋がると考えております。当社グループは

「患部・治療領域の拡大」「新規事業の創出」を中長期戦略に掲げておりますが、Pathways 

Medical社の子会社化を通じて、デジタル化する医療の推進、幅広い分野での低侵襲治療製品の

普及と患者様のQOL（Quality of Life）向上の一助となる様、今後とも努めてまいります。 

（注１）フランスのSENSOME社のセンサー技術と当社のガイドワイヤー技術を組み合わせることに

より、脳梗塞に起因する血栓の性状や構成の識別を可能とするこれまでにない画期的な脳

用のガイドワイヤー。 

（注２）ガイドワイヤーに、センサーやエネルギー技術を組み合わせることで、従来製品に対して

先進な機能を付加したものの総称。 

③ 企業結合日：2021年７月１日 

④ 企業結合の法的形式：株式取得 

⑤ 結合後企業の名称：Pathways Medical Corporation 

⑥ 取得した議決権比率 

取得後の議決権比率100.00％ 

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠 

当社が、現金を対価とした株式取得により、議決権の100％を取得したことによります。 

(2) 連結会計年度に係る連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間 

2021年７月１日から2022年６月30日まで 
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(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 

取得の対価（現金）23,000千米ドル（2,555百万円） 

取得原価23,000千米ドル（2,555百万円） 

マイルストーンとして2,000千米ドル（244百万円）の支払いがありました。 

今後一定の条件達成に応じたマイルストーンとして、2023年７月までに最大5,000千米ドルの

支払いが発生する可能性があります。取得対価の追加支払いが発生する場合には、取得時に支

払ったものとみなして取得原価を修正し、のれんの金額及びのれんの償却額を修正することとし

ております。 

(4) 主要な取得関連費用の内容及び金額 

  アドバイザリー費用 86百万円 

 (5) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

① 発生したのれんの金額：4,074千米ドル（498百万円） 

② 発生原因：主として今後の事業展開によって期待される超過収益力であります。 

③ 償却方法及び償却期間：15年間にわたる均等償却 

  (6)のれん以外の無形固定資産に配分された金額、主要な種類別の償却方法及び償却期間 

技術関連資産  2,642百万円  10年～15年間にわたる均等償却 

   (7) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内容 

流動資産 0百万円 

固定資産 3,163百万円 

資産合計 3,163百万円 

流動負債 ―百万円 

固定負債 399百万円 

負債合計 399百万円 
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４.取得による企業結合 

(1) 企業結合の概要 

① 被取得企業の名称及びその事業の内容 

会社名称：Rev.１Engineering,Inc.（以下、Rev.１社） 

事業内容：医療機器の設計開発に関する受託業務 

② 企業結合を行った主な理由及び根拠 

Rev.１社は、米国市場において、元大手医療機器メーカー出身のエンジニア達が設立したイン

ターベンション（注）を中心とする医療機器の設計開発を受託する会社です。 

当社グループはこのたび、米国市場におけるOEMビジネスの拡大を目的に、2021年７月１日で

株式取得をいたしました。 

Rev.１社は、これまで様々な大手医療機器メーカーよりインターベンション製品の設計開発か

ら試作対応に至るまでの業務を受託しており、特に最先端のカテーテルなど幅広いインターベン

ション製品の設計開発ノウハウを保持しております。Rev.１社の子会社化により、それらのノウ

ハウが当社グループに取り込まれ、カテーテル類の開発強化に繋がることや、当社グループの製

造拠点の活用によって、これまで設計開発受託が主体であったRev.１社の既存ビジネスについて、

設計開発から製造に至るまでの受託が可能になり、幅広い範囲でのビジネス拡大が見込まれます。

また、当社グループ米国R&D拠点と近隣にあることから、連携のしやすさもメリットがあると考

えております。以上より、当社グループの米国市場を中心としたOEMビジネスを拡大することが

可能であると想定しております。 

当社グループは「患部・治療領域の拡大」「新規事業の創出」を中長期戦略に掲げております

が、Rev.１社の子会社化を通じて、幅広い分野での低侵襲治療製品の普及と患者様のQOL

（Quality of Life）向上の一助となる様、今後とも努めてまいります。 

（注）インターベンション：循環器・脳・末梢・腹部などの病気に対して、カテーテルを血管に挿 

入して行う治療法の総称。 

③ 企業結合日：2021年７月1日 

④ 企業結合の法的形式：株式取得 

⑤ 結合後企業の名称：Rev.１Engineering,Inc. 

⑥ 取得した議決権比率 

取得後の議決権比率100.00％ 

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠 

当社グループが、現金を対価とした株式取得により、議決権の100％を取得したことによりま

す。 

(2) 連結会計年度に係る連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間 

2021年７月１日から2022年6月30日まで 

(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 

取得の対価（現金）26,920千米ドル（2,976百万円） 

取得原価26,920千米ドル（2,976百万円） 

(4) 主要な取得関連費用の内容及び金額 

 アドバイザリー費用 124百万円 

(5) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

① 発生したのれんの金額：19,465千米ドル（2,152百万円） 

② 発生原因：主として今後の事業展開によって期待される超過収益力であります。 

③ 償却方法及び償却期間：５年間にわたる均等償却 
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(6) のれん以外の無形固定資産に配分された金額、主要な種類別の償却方法及び償却期間 

顧客関連資産   843百万円  7年間にわたる均等償 

(7) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内容 

流動資産 266百万円 

固定資産 3,028百万円 

資産合計 3,294百万円 

流動負債 58百万円 

固定負債 262百万円 

負債合計 321百万円 

 

 

Ⅵ. 連結貸借対照表に関する注記 

1．有形固定資産の減価償却累計額 33,957百万円 

 
 

 

 

Ⅶ. 連結株主資本等変動計算書に関する注記 

1．発行済株式の種類及び総数 普通株式  271,633,600株 

2. 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決   議 株式の種類 
配当金の 

総額 (百万円) 

１株当たり 

配当額 (円) 
基 準 日 効力発生日 

2021年９月29日 

定時株主総会 
普通株式 2,994 11.26 2021年６月30日 2021年９月30日 

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決   議 株式の種類 配当の原資 
配当金の 

総額 (百万円) 

１株当たり 

配当額 (円) 
基準日 効力発生日 

2022年９月29日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 3,256 11.99 

2022年 

６月30日 

2022年 

９月30日 
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Ⅷ. 金融商品に関する注記 

1. 金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用については預金等安全性の高い金融商品で運用し、資金調達について

は、基本的に銀行借入による方針であります。また、デリバティブ取引は、借入金の為替変動リス

ク及び金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。なお、

当連結会計年度においてデリバティブ取引は行っておりません。 

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は顧客の信用リスクに晒されております。外

貨建の営業債権及び営業債務は為替リスクに晒されております。 

投資有価証券である株式及び債券は、市場価格の変動リスクに晒されております。 

営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務、未払金はすべて１年以内の支払期日であり

流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）が存在しております。 

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

当社は、与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高（限度額）管理を行うとともに、

新規取引開始時・与信限度額改定時においては、取引先の信用状況に照らして与信限度額が適切で

あるかどうかの判断を行い、また、主要な取引先の信用状況を毎期把握し、変化した信用状況に照

らして与信限度額が適切であるかどうかを見直す体制を整備しております。 

デリバティブ取引については、取引先として高格付けを有する金融機関に限定しているため、信

用リスクは僅少であると認識しております。 

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

在外連結子会社への貸付に起因する為替リスクの一部については、外貨建借入によって為替リス

クをヘッジしております。 

市場価格の変動リスクに晒されている株式は、いずれも業務上の関係を有する企業の株式であり、

定期的に時価を把握する体制を整備し管理しております。 

満期保有目的の債券は、格付の高い債券のみを対象としているため、信用リスクは僅少でありま

す。 

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

流動性リスクが存在する営業債務や借入金は、グループ各社が取引先ごとの期日及び残高を把握

するとともに、月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。 

 

2. 金融商品の時価等に関する事項 

2022年６月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。なお、市場価格のない株式等は含まれておりません（（注）参照）。また、「現金及び預

金」、「受取手形及び売掛金」、「電子記録債権」、「支払手形及び買掛金」、「電子記録債務」、

「短期借入金」、「未払金」、「未払法人税等」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価

額に近似するものであることから、記載を省略しております。 

 
連結貸借対照表 

計上額（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

投資有価証券    

満期保有目的の債券 2,000 1,965 △34 

その他有価証券 3,467 3,467 ― 

資産計 5,467 5,433 △34 

長期借入金 10,377 9,975 △401 

負債計 10,377 9,975 △401 

デリバティブ取引 ― ― ― 

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額1,585百万円）及び関係会社株式（連結貸借対照表計上額 

205百万円）は、上記には含めておりません。 
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3.金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つ

のレベルに分類しております。 

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算 

                定した時価 

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用  

                いて算定した時価 

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

 

  時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット

がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類して

おります。 

 

（１）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債 

 

区分 

時価（単位：百万円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

有価証券及び投資有価証券     

その他有価証券     

株式 3,467 ― ― 3,467 

資産計 3,467 ― ― 3,467 

 

（２）時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債 

 

区分 

時価（単位：百万円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

有価証券及び投資有価証券     

満期保有目的の債券     

債券 ― 1,965 ― 1,965 

資産計 ― 1,965 ― 1,965 

長期借入金 
（１年内返済予定分も含む） 

― 9,975 ― 9,975 

負債計 ― 9,975 ― 9,975 

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 
資産 
有価証券及び投資有価証券 

これらの時価について、上場株式及び債券は相場価格を用いて評価しております。当社
が保有する主な上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価
に分類しております。一方で、主な債券は、取引頻度が低く、活発な市場における相場価
格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しております。 

 
負債 
長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想
定される利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しており
ます。 
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Ⅸ．収益認識関係に関する注記 

1．顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

（１）種類別の内訳 

  
報告セグメント（百万円） 

メディカル事業 デバイス事業 計 

循環器 50,772 ― 50,772 

非循環器 11,784 ― 11,784 

OEM 5,788 ― 5,788 

医療部材 ― 5,013 5,013 

産業部材 ― 4,389 4,389 

合計 68,345 9,403 77,748 

(1)    

（２）地域別の内訳  

  
報告セグメント（百万円） 

メディカル事業 デバイス事業 計 

日本 14,554 3,044 17,599 

北米 14,035 2,969 17,004 

欧州 16,441 464 16,905 

中国 14,951 299 15,251 

その他 8,362 2,626 10,988 

合計 68,345 9,403 77,748 

 

2． 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

収益を理解するための基礎となる情報は、「Ⅰ.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

に関する注記等 ４会計方針に関する事項（5）重要な収益及び費用の計上基準」に記載の通りであ

ります。 

 

3． 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当

連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収 

益の金額及び時期に関する情報 

(1) 契約負債の残高等 

  契約負債の残高等 

契約負債（期首残高） 282百万円 

契約負債（期末残高） 2,541百万円 

契約負債は、顧客からの前受金に関連するものであります。契約負債は、収益の認識に伴い取

り崩されます。 

当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、282

百万円であります。また、当連結会計年度において、契約負債が2,259千円増加した理由は、前受

金の増加によるものであります。 
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(2) 残存履行義務に配分した取引価格 

当社グループにおいては、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上

の便法を適用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。また、顧客との契約か

ら生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。 

 

 

Ⅹ．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額 439円80銭 

１株当たり当期純利益 40円１銭 

  

Ⅺ．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 
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株主資本等変動計算書 
 

( 自 2021年７月１日 
至 2022年６月30日 ) 

(単位：百万円) 
 

 

 

株  主  資  本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
そ の 他 

資本剰余金 

資本剰余金 

合   計 
利益準備金 

その他利益剰余金 

圧縮積立金 別途積立金 
繰越利益 

剰 余 金 

2021年7月1日残高 12,647 12,540 3,032 15,572 39 150 75 36,911 

事業年度中の変動額         

新株の発行 6,213 6,213  6,213     

剰余金の配当        △2,994 

圧縮積立金の取崩      △2  2 

当期純利益        9,524 

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額

（純額） 

        

事業年度中の変動額合計 6,213 6,213 ― 6,213 ― △2 ― 6,531 

2022年６月30日残高 18,860 18,753 3,032 21,786 39 148 75 43,443 

 

 

 

 

 

 

 

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 

差 額 等 

新株予約権 純資産合計 

利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合  計 
利 益 剰 余 金 

合 計 

そ の 他 有 価 証 

券 評 価 差 額 金 

2021年７月１日残高 37,177 △7 65,390 1,759 44 67,194 

事業年度中の変動額       

新株の発行   12,427   12,427 

剰余金の配当 △2,994  △2,994   △2,994 

圧縮積立金の取崩 ―  ―   ― 

当期純利益 9,524  9,524   9,524 

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額

（純額） 

   105 △44 61 

事業年度中の変動額合計 6,529 ― 18,956 105 △44 19,018 

2022年６月30日残高 43,706 △7 84,347 1,865 ― 86,212 
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個別注記表 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

1．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

①子会社株式 

移動平均法による原価法 

②満期保有目的の債券 

 原価法 

③その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定) 

市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法 

 

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

① 商品及び製品、仕掛

品、原材料 

総平均法による原価法 

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

② 貯蔵品 最終仕入原価法による原価法 

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

 

2．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

 建    物        15年～47年 

 機械及び装置        ７年～10年 

(2) 無形固定資産 定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。 

 

3．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

 

(2) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。 

 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上して

おります。 

①退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、給付算定式基準によっております。 

②数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 
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(4) 役員退職慰労引当金 

2005年９月をもって役員退職慰労金制度を廃止しております。なお、当事業年度末の役員退職慰

労引当金残高は、制度廃止時に在任している役員に対する支給予定額であり、支給時期はそれぞれ

の役員の退任時としております。 

4． 収益及び費用の計上基準 

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履

行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。 

メディカル事業においては医療用製品の販売、デバイス事業においては産業用製品の販売を主と

して行っております。これらの販売については、主として顧客に商品及び製品それぞれを引き渡し

た時点で、顧客に商品及び製品の法的所有権、物理的占有、商品及び製品の所有に伴う重大なリス

クおよび経済価値が移転し、支払を受ける権利が確定するため、その時点で収益を認識しておりま

す。 

当社の製品の販売契約における対価は、当社の顧客との契約に基づき、顧客へ製品を引き渡した

時点から主として１カ月～3カ月で代金を回収しており、重大な金融要素は含んでおりません。 

 

5．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。 

 

6．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

(1) 退職給付に係る会計処理 

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会

計処理の方法と異なっております。 

 

Ⅱ．会計方針の変更 

 (収益認識に関する会計基準等の適用） 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」

という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、

当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。 

なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品又は

製品の国内の販売において、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通

常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱い

に従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事

業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。 

ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに従前の取扱

いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。 

なお、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額はありません。 

この結果、当事業年度の売上高および営業利益に与える影響はありません。また、経常利益および税

引前当期純利益への影響はありません。 

当事業年度の１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益への影響はありません。 

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用） 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」

という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定

会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる計算

書類に与える影響はありません。 
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Ⅲ．表示方法の変更に関する注記 

（損益計算書） 

前事業年度において、区分掲記しておりました「営業外費用」の「固定資産除却損」（当事業年度

24百万円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度においては、「営業外費用」の「その

他の営業外費用」に含めて表示しております。 

 

Ⅳ．会計上の見積りに関する注記  

（関係会社の投融資に関する重要な会計上の見積り） 

1.当事業年度の計算書類に計上した金額  

  当事業年度  

関係会社株式  8,613百万円 

関係会社出資金 5,654百万円 

関係会社短期貸付金  11,121百万円 

関係会社長期貸付金  15,621百万円 

 

2.識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

関係会社株式及び関係会社出資金の取得価額は、取得時点で見込んだ事業計画に基づく将来の超過収

益力を考慮して算定されており、当該超過収益力には、連結計算書類に計上されているのれん及びその

他の無形資産と同様の重要な仮定が含まれております。市場価格のない関係会社株式及び関係会社出資

金の減損処理の要否は、取得価額と実質価額を比較することにより判定されており、実質価額が著しく

低下した場合には、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除いて減損処理を行っており

ます。また、関係会社貸付金について、融資先の支払い能力を総合的に勘案し、回収不能と見込まれる

金額について貸倒引当金を計上しております。 

 市場価格のない関係会社株式及び関係会社出資金の実質価額並びに関係会社貸付金の回収可能性の判

定にあたり、関係会社の将来利益計画に基づいて算定しておりますが、将来の不確実な経済条件の変動

等により将来計画等の見直しが必要となった場合、翌事業年度の計算書類において、関係会社株式及び

関係会社出資金の減損処理及び関係会社貸付金に対する貸倒引当金の計上による損失が発生する可能性

があります。 

 

Ⅴ. 追加情報 

（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う影響） 

 連結計算書類「連結注記表Ⅴ．追加情報」に記載しているため、注記を省略しております。 

（企業結合等関係） 

連結計算書類「連結注記表Ⅴ．追加情報」に記載しているため、注記を省略しております。 
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Ⅵ.  貸借対照表に関する注記 

1．有形固定資産の減価償却累計額 9,694百万円 

 

2．関係会社に対する金銭債権債務 

短 期 金 銭 債 権 18,050百万円 

短 期 金 銭 債 務 15,050百万円 

 

Ⅶ. 損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

売 上 高 47,307百万円 

仕 入 高 26,941百万円 

そ の 他 の 営 業 取 引 高 1,989百万円 

営 業 取 引 以 外 の 取 引 高 418百万円 

 

Ⅷ. 株主資本等変動計算書に関する注記 

自己株式の種類及び数 普通株式    7,878株 

 

Ⅸ. 税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産  

未払事業税 172百万円 

賞与引当金 236百万円 

たな卸資産評価損 51百万円 

貸倒引当金 66百万円 

退職給付引当金 364百万円 

減価償却費超過額 76百万円 

投資有価証券評価損 616百万円 

その他 205百万円 

繰延税金資産小計 1,790百万円 

評価性引当額 △700百万円 

繰延税金資産合計 1,089百万円 

繰延税金負債  

 その他有価証券評価差額金 △628百万円 

 圧縮積立金 △65百万円 

繰延税金負債合計 △693百万円 

繰延税金資産の純額 396百万円 

 

 

Ⅹ. 収益認識関係に関する注記 

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表 （収益認識関係に

関する注記）」に同一の内容を記載しているので、注記を省略しております。  
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Ⅺ. 関連当事者との取引に関する注記 

1.子会社等 

属 性 会社の名称 
議決権等の

所有割合 

関連当事者と

の関係 
取引の内容 

取引金額 

(百万円) 
科 目 

期末残高 

(百万円) 

子会社 

ASAHI INTECC  

THAILAND  

CO.,LTD. 

直接 

100.0％ 

当社製品の

製造 

資金の援助 

役員の兼任 

原材料等の

有償支給 

（注１） 

2,097 未収入金 704 

製品、材料

の仕入等 

(注１) 

16,535 買掛金 5,803 

資金の貸付 

資金の回収 

利息の受取 

(注２) 

1,500 

1,500 

6 
短期貸付金 1,500 

子会社 
ASAHI INTECC 

HANOI CO.,LTD. 

直接 

100.0％ 

当社製品の

製造 

資金の援助 

役員の兼任 

原材料等の

有償支給 

(注１) 

1,164 未収入金 469 

製品、材料

の仕入等 

(注１) 

7,321 買掛金 2,533 

資金の貸付 

資金の回収 

利息の受取 

(注２) 

3,701 

4,193 

34 
短期貸付金 4,128 

子会社 
ASAHI INTECC 

USA, INC. 

直接 

100.0％ 

当社製品の

販売 

資金の援助 

役員の兼任 

製品の販売

等（注１） 
12,971 売掛金 5,027 

利息の受取 

(注２) 

92 

 

短期貸付金 

長期貸付金 

4,544 

792 

子会社 
朝日英达科贸（北

京）有限公司 

直接 

100.0％ 

当社製品の

販売 

役員の兼任 

製品の販売

(注１) 
14,203 売掛金 3,822 

子会社 
朝日インテックＪ

セールス㈱ 

直接 

100.0％ 

当社製品の

販売 

役員の兼任 

製品の販売

等(注１) 
9,921 売掛金 3,159 

利息の支払 

（注３） 
20 預り金 4,695 

子会社 トヨフレックス㈱ 
直接 

100.0％ 

資金の援助 

役員の兼任 
― ― 長期貸付金 2,515 

子会社 
TOYOFLEX CEBU 

CORPORATION 

間接 

100.0％ 

資金の援助 

役員の兼任 

資金の貸付 

利息の受取 

(注２) 

4,300 

58 
短期貸付金 

長期貸付金 

800 

12,000 

子会社 
ASAHI INTECC 

EUROPE B.V. 

直接 

100.0％ 

当社製品の

販売 

役員の兼任 

製品の販売

等(注１) 
9,578 売掛金 2,888 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）1. 一般的な市場価格を勘案し、取引価格を決定しております。 

2. 子会社に対する貸付につきましては、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

3. 子会社に対する貸付及び子会社からの預りについては、ＣＭＳ（キャッシュマネジメントシス

テム）にかかるものであり、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 
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2.役員及び個人主要株主等 

種類 
会社等の名称
または氏名 

議決権等 
の所有 

(被所有) 
割合 

関連当事者 
との関係 取引の内容 取引金額 

(百万円) 科目 期末残高 
(百万円) 

役員の 
近親者 

宮田尚彦 
(注)2 

被所有 
直接0.2％ 当社顧問 顧問報酬 

の支払 36 ― ― 

役員 宮田昌彦 被所有 
直接2.1％ 

当社代表 
取締役社長 

新株予約権
の行使(注)3 204 ― ― 

役員 宮田憲次 被所有 
直接1.9％ 

当社代表取締
役副社長 

新株予約権
の行使(注)3 102 ― ― 

役員 西内誠 被所有 
直接0.0％ 当社取締役 新株予約権

の行使(注)3 16 ― ― 

(注）1．取引条件及び取引条件の決定方針等 

顧問報酬額は、当社取締役会において決定しております。 

2．代表取締役社長宮田昌彦及び代表取締役副社長宮田憲次の実父であり、当社の代表取締役会長とし

て企業経営及び研究開発に携わってきた実績があり、長年の経験、知識、幅広い人脈等をもとに、

当社に対して助言指導を行っております。 

3．2014年８月12日開催の取締役会決議に基づき付与された、第３回新株予約権の権利行使によるもの

であります。 

 

 

Ⅻ．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額 317円39銭 

１株当たり当期純利益 35円９銭 

 

XIII．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 
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